
平成２９年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No １ 府 省 庁 名   農林水産省 

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 森林環境税（仮称）） 

要望 

項目名 
森林吸収源対策の財源確保に係る税制上の措置 

要望内容 

（概要） 

平成 28年度の与党税制改正大綱を踏まえ、2020年度及び 2020年以降の温室効果ガス削減目標の達成に向

けて、市町村の役割を強化して継続的かつ安定的に森林整備等を進めるための仕組みについて、地方自治体

等の意見を聞きつつ、関係法令の改正も含めて検討し、その仕組みの実施に充てる財源として森林環境税（仮

称）の創設を検討する。 

関係条文 － 

減収 

見込額 

［初年度］ 精査中  （  －  ）  ［平年度］ 精査中  （  －  ） 

［改正増減収額］  －   （単位：百万円） 

要望理由 （１）政策目的 

平成 27年 12月、「気候変動枠組条約第 21回締約国会議（COP21）」において、2020年以降の国際的な温暖

化対策についての法的枠組みである「パリ協定」が採択された。「パリ協定」では、世界共通の長期目標とし

て世界の平均気温の上昇を工業化以前と比べて２℃より十分低く保つとともに、1.5℃以内に抑える努力を追

求すること、この目標を達成するため、今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出と吸収源による除去の均

衡を達成するよう、早期の削減を目指すこと、途上国を含む全ての国が自主的に決定する削減目標を５年ご

とに提出・更新すること等が明記された。 

さらに、「パリ協定」及び昨年７月に国連気候変動枠組条約事務局に提出した「日本の約束草案」を踏まえ、

我が国の地球温暖化対策に関する総合計画である「地球温暖化対策計画」が、本年５月閣議決定された。「地

球温暖化対策計画」では、我が国の地球温暖化対策の長期的目標として、2050年までに 80％の温室効果ガス

の排出削減を目指すこととされ、中期目標として 2030年度に 26.0％減（2013年度比）の水準、2020年度は

3.8％減（2005 年度比）以上の水準にすることとされている。森林吸収源については、2030 年度に 2.0％、

2020年度に 2.7％以上の確保を目標とするとしている。 

このため、森林整備等（間伐、主伐後の確実な再造林、木材利用の拡大等）の森林吸収源対策を今後とも

着実に推進する必要がある。 

また、森林・林業基本法では、森林の有する国土保全、地球温暖化防止等の多面的機能の持続的発揮を基

本理念として位置づけ、将来にわたって、その適正な整備・保全が図られなければならないとされるととも

に、森林・林業基本計画においては、地球温暖化の防止、低炭素社会の構築のため、間伐等の森林の適切な

整備等による CO2吸収量の確保、木材及び木質バイオマスの利用による炭素の貯蔵及び CO2排出削減の取組

を総合的に推進するとされている。 

（２）施策の必要性 

①地球温暖化対策計画における森林吸収源対策の位置づけ

地球温暖化対策計画においては、森林・林業基本法に基づき閣議決定された森林・林業基本計画に示され

た森林の有する多面的機能の発揮に関する目標と林産物の供給及び利用に関する目標の達成に向けた適切な

森林整備・保全などの取組を通じ、森林吸収量の目標の達成を図るため、健全な森林の整備、木材及び木質

バイオマス利用の推進等の施策に取り組むとされており、今後とも、これらの施策を着実に推進することに

より森林吸収量の目標の達成を図る必要がある。 
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②森林吸収源対策に必要な財源

（ア）財源の現状 

 森林吸収量目標を達成するためには、森林整備等の森林吸収源対策を着実に実施していく必要があるが、

そのために必要な事業費の全てが確保できている訳ではなく、安定的な財源の確保が課題となっている。 

（イ）党及び政府のこれまでの動き  

平成 26年度与党税制改正大綱を受け、（自）政務調査会に「森林吸収源対策等に関する財源確保について

の新たな仕組みの専門検討プロジェクトチーム」（PT）が設置され、昨年 12月の PTとりまとめが反映された

平成 28年度与党税制改正大綱において、「森林整備や木材利用を推進することは、地球温暖化防止のみなら

ず、国土の保全や地方創生、快適な生活環境の創出などにつながり、その効果は広く国民一人一人が恩恵を

受けるものである。しかしながら、森林現場には、森林所有者の特定困難や境界の不明、担い手の不足とい

った、林業・山村の疲弊により長年にわたり積み重ねられてきた根本的な課題があり、こうした課題を克服

する必要がある。このため、森林整備等に関する市町村の役割の強化や、地域の森林・林業を支える人材の

育成確保策について必要な施策を講じた上で、市町村が主体となった森林・林業施策を推進することとし、

これに必要な財源として、都市・地方を通じて国民に等しく負担を求め、市町村による継続的かつ安定的な

森林整備等の財源に充てる税制（森林環境税（仮称））等の新たな仕組みを検討する。その時期については、

適切に判断する。」と明記された。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2016」（骨太方針）において、平成 28 年度与党税制改正大綱の内

容が盛り込まれ、閣議決定されたところ。 

 以上から、森林吸収源対策の着実な推進を図るため、森林吸収源対策等に関する安定財源確保の新たな仕

組みとして、森林環境税（仮称）を創設することが必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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合
理
性

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森
林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向
上と国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

農業の持続的な発展 

森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展 

《政策分野》 

気候変動に対する緩和・適応策の推進及び生物多様性の保全・利用 
森林の有する多面的機能の発揮 

政策の 

達成目標 

・ 我が国の地球温暖化対策の長期的な目標として、2050年までに 80％の温室効果ガスの排出
削減。（「第４次環境基本計画」（平成 24年４月 27日閣議決定）） 

・ 我が国の地球温暖化対策の長期的目標として 2050 年までに 80％の温室効果ガスの排出削
減。中期目標として、「日本の約束草案」に基づき、国内の排出削減・吸収量の確保により、
2030年度に 26.0％減（2013年度比）の水準。また、2020年度については 3.8％減（2005年
度比）以上の水準。森林吸収源については、2030年度に 2.0％、2020年度に 2.7％以上の確
保を目標。（「地球温暖化対策計画」（平成 28年５月 13日閣議決定）） 

・ 2013年から 2020年までの８年間において、国際的に認められた森林経営による吸収量の算

入上限値である年平均 3.5％（1990年度比）の森林吸収量（2020年度における森林吸収量と

しては 2.7％以上（2005年度比））の確保のため、年平均 52万 haの間伐等の森林吸収源対策

を実施。（「森林整備保全事業計画」（平成 26年５月 30日閣議決定）、「森林の間伐等の実施の

促進に関する特別措置法」に基づく「基本指針」（平成 25年６月 24日農林水産省告示）） 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

恒久措置として要望する。 

同上の期間中

の達成目標 

「政策の達成目標」に同じ。 

政策目標の 

達成状況 

－ 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

－ 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本税制措置により安定的な財源を確保することで、我が国の温室効果ガス削減目標の達成の

ための、所要の森林吸収量（2020 年度に 2.7％以上（2005 年度比）、2030 年度に 2.0％（2013

年度比））の確保及び将来にわたる森林吸収源対策の着実な推進が可能となる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

－ 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

－ 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

森林整備や木材利用を推進することは、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や地方創生、
快適な生活環境の創出などにつながり、その効果は広く国民一人一人が恩恵を受けるものであ
る。 

さらに、適切な森林整備や木材利用を通じて、森林による CO2 吸収量の確保、木材利用によ
る炭素の貯蔵・化石燃料の代替等が図られ、低炭素社会の実現等に大きく貢献する。 
このため、森林吸収源対策の着実な推進に必要な安定財源を確保するための税制措置を講ず

ることは妥当である。  
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税負担軽減措置等の 

適用実績 
－ 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

－ 

前回要望時の 

達成目標 
－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

－ 

これまでの要望経緯 

森林吸収源対策の推進に必要な財源確保の観点から、平成 17年度税制改正要望以降、森林吸
収源対策に活用できる環境税や地球温暖化対策税について要望してきたところである。 
 平成 28年度与党税制改正大綱（平成 27年 12月 16日自由民主党・公明党）において、「森林

整備や木材利用を推進することは、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や地方創生、快適

な生活環境の創出などにつながり、その効果は広く国民一人一人が恩恵を受けるものである。

しかしながら、森林現場には、森林所有者の特定困難や境界の不明、担い手の不足といった、

林業・山村の疲弊により長年にわたり積み重ねられてきた根本的な課題があり、こうした課題

を克服する必要がある。このため、森林整備等に関する市町村の役割の強化や、地域の森林・

林業を支える人材の育成確保策について必要な施策を講じた上で、市町村が主体となった森

林・林業施策を推進することとし、これに必要な財源として、都市・地方を通じて国民に等し

く負担を求め、市町村による継続的かつ安定的な森林整備等の財源に充てる税制（森林環境税

（仮称））等の新たな仕組みを検討する。その時期については、適切に判断する。」とされたと

ころである。 

ページ １ ― ４ 


